
明
治
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日

第
三
種
郵
便
物
認
可

〇

〇

令 和  年

 月

目 録

本
紙

号
外

第
一
〇
一
一
号
か
ら

第
一
〇
三
〇
号
ま
で

第
一
四
〇
号
か
ら

第
一
六
〇
号
ま
で

特
第
五
五
号
か
ら

特
第
五
六
号
ま
で

法
律
・
政
令
・
条
約
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
公
布
の
日
に
「
法
令
の
あ
ら

ま
し
」
が
掲
載
さ
れ
て
い
ま
す
。

※
◎
凡

例

件
名
の
上
の
ゴ
シ
ッ
ク
数
字
は
番
号
を
示
す
。

件
名
の
下
の
数
字
の
う
ち
、
上
段
は
掲
載
日
、
中
段
の
ア
ラ
ビ
ア
数

字
は
号
外
番
号
、
下
段
は
ペ
ー
ジ
を
示
す
。

◇

◇

発 行 所

独立行政法人国立印刷局



令和年月日 火曜日 (第号付録) 月目録官 報

政

令
日

号
外

ペ
ー
ジ

二
三
四

総
務
省
組
織
令
の
一
部
を
改

正
す
る
政
令

五
142

三

二
三
五

刑
法
及
び
刑
事
訴
訟
法
の
一

部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行

に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備
に

関
す
る
政
令

五
142

三

二
三
六

性
的
な
姿
態
を
撮
影
す
る
行

為
等
の
処
罰
及
び
押
収
物
に

記
録
さ
れ
た
性
的
な
姿
態
の

影
像
に
係
る
電
磁
的
記
録
の

消
去
等
に
関
す
る
法
律
の
施

行
に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備

に
関
す
る
政
令

五
142

五

二
三
七

配
偶
者
か
ら
の
暴
力
の
防
止

及
び
被
害
者
の
保
護
等
に
関

す
る
法
律
施
行
令

五
142

六

二
三
八

関
税
定
率
法
施
行
令
及
び
輸

入
品
に
対
す
る
内
国
消
費
税

の
徴
収
等
に
関
す
る
法
律
施

行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政

令

七
144

二

二
三
九

障
害
者
の
雇
用
の
促
進
等
に

関
す
る
法
律
施
行
令
の
一
部

を
改
正
す
る
政
令

七
144

二

二
四
〇

予
算
決
算
及
び
会
計
令
臨
時

特
例
の
一
部
を
改
正
す
る
政

令

一
二

二

二
四
一

特
定
先
端
大
型
研
究
施
設
の

共
用
の
促
進
に
関
す
る
法
律

の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の

施
行
に
伴
う
関
係
政
令
の
整

理
に
関
す
る
政
令

一
四

二

二
四
二

自
動
車
損
害
賠
償
保
障
法
施

行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政

令

一
四

二

二
四
三

全
世
代
対
応
型
の
持
続
可
能

な
社
会
保
障
制
度
を
構
築
す

る
た
め
の
健
康
保
険
法
等
の

一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一

部
の
施
行
に
伴
う
関
係
政
令

の
整
備
に
関
す
る
政
令

二
〇

二

二
四
四

行
政
機
関
職
員
定
員
令
の
一

部
を
改
正
す
る
政
令

二
一

二

二
四
五

株
式
会
社
商
工
組
合
中
央
金

庫
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正

す
る
政
令

二
一

二

二
四
六

地
域
公
共
交
通
の
活
性
化
及

び
再
生
に
関
す
る
法
律
等
の

一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施

行
に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備

に
関
す
る
政
令

二
一

三

二
四
七

生
活
衛
生
関
係
営
業
等
の
事

業
活
動
の
継
続
に
資
す
る
環

境
の
整
備
を
図
る
た
め
の
旅

館
業
法
等
の
一
部
を
改
正
す

る
法
律
の
施
行
に
伴
う
経
過

措
置
に
関
す
る
政
令

二
一

三

二
四
八

雇
用
保
険
法
等
の
一
部
を
改

正
す
る
法
律
の
一
部
の
施
行

に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備
等

及
び
経
過
措
置
に
関
す
る
政

令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

二
一

三

二
四
九

在
外
公
館
に
勤
務
す
る
外
務

公
務
員
の
在
勤
基
本
手
当
の

額
、
住
居
手
当
に
係
る
控
除

額
及
び
限
度
額
並
び
に
子
女

教
育
手
当
に
係
る
自
己
負
担

額
を
定
め
る
政
令
の
一
部
を

改
正
す
る
政
令

二
六
156

二

二
五
〇

一
般
国
道
の
指
定
区
間
を
指

定
す
る
政
令
の
一
部
を
改
正

す
る
政
令

二
六
156
一
〇

条

約

三

世
界
貿
易
機
関
を
設
立
す
る

マ
ラ
ケ
シ
ュ
協
定
を
改
正
す

る
議
定
書

五
142

六

四

所
得
に
対
す
る
租
税
に
関
す

る
二
重
課
税
の
除
去
並
び
に

脱
税
及
び
租
税
回
避
の
防
止

の
た
め
の
日
本
国
と
ア
ゼ
ル

バ
イ
ジ
ャ
ン
共
和
国
と
の
間

の
条
約

七
144

三

五

所
得
に
対
す
る
租
税
に
関
す

る
二
重
課
税
の
除
去
並
び
に

脱
税
及
び
租
税
回
避
の
防
止

の
た
め
の
日
本
国
と
ア
ル

ジ
ェ
リ
ア
民
主
人
民
共
和
国

と
の
間
の
条
約

一
二
147

二

六

二
千
二
十
二
年
の
国
際
コ
ー

ヒ
ー
協
定

一
九
151

三

七

航
空
業
務
に
関
す
る
日
本
国

と
欧
州
連
合
構
成
国
と
の
間

の
協
定
の
特
定
の
規
定
に
関

す
る
日
本
国
と
欧
州
連
合
と

の
間
の
協
定

二
一
153

二

最
高
裁
規
則

三

刑
事
訴
訟
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
規
則

一
八

一

府

令

〇
内

閣

府

五
九

配
偶
者
か
ら
の
暴
力
の
防
止

及
び
被
害
者
の
保
護
等
に
関

す
る
法
律
施
行
規
則

五
142
一
三


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